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都市機能誘導区域(都心)［４８０ ha］

持続可能な居住環境形成エリア(市独自)

都市機能誘導区域(地域交流拠点)［５３０ ha］

集合型居住誘導区域［５,８３１ ha］

市街化区域［２５,０３４ ha］

● 現計画における各区域の設定

● 誘導施設一覧

開発時期の古い郊外住宅
地の一部において、「持
続可能な居住環境形成エ
リア」を設定

複合型高度利用市街地を
基本に、「集合型居住誘
導区域」を設定

集合型居住誘導区域

利便性と魅力を重点的に
向上させる区域として、
都心及び地域交流拠点に、
「都市機能誘導区域」を
設定

都市機能誘導区域

おおむね環状通の内側と地下鉄

の沿線、地域交流拠点に位置付

けられているＪＲ駅などの周辺

区域の範囲

持続可能な居住環境形成エリア

(参考)立地適正化計画制度の概要 (参考)現計画について Ｈ２８．３策定

◆立地適正化計画とは
人口減少・少子高齢化の中でも、医療・福祉・子育て支援・商

業等の都市機能を都市の拠点となるエリアに誘導しつつ、その周
辺や公共交通の沿線に居住を誘導するとともに、公共交通ネット
ワークの形成と連携した取組を進める「コンパクト・プラス・
ネットワーク」のまちづくりを実現するための計画。

◆立地適正化計画で定める事項
・立地適正化計画区域

・立地の適正化に関する基本的な方針

・居住誘導区域

・都市機能誘導区域

・誘導施設

・誘導施設の立地を図るための事業等

・防災指針

【立地適正化計画のイメージ】

市街化区域居住誘導区域

都市機能誘導区域

◆活用可能な支援措置等
計画に位置付けること

により、国等による様々
な支援措置や、都市計画
上の特例措置を活用する
ことが可能。

◆事前届出
誘導区域外で一定規模

以上の住宅開発や誘導施
設の建築などを行う場合、
事前の届出を提出する必
要がある。

誘導施設都市機能
誘導区域

•国際競争力の向上に資する高次都市機能を有する施設
(ＭＩＣＥ関連施設、高機能オフィスビル)
•教育文化施設(大規模ホール)
•多くの市民が利用する公共施設(区役所、区民センター、
図書館、体育館、区保育・子育て支援センター)

都心

•多くの市民が利用する公共施設
(区役所、区民センター、図書館、体育館、区保育・子育
て支援センター)

地域交流
拠点
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第１章 計画の基本事項

※ 現計画の内容は本書（素案）に記載なし
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第１章 計画の基本事項
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第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

○令和３年（2021年）をピークに人口が減少に転じ、今後もこの
傾向が続くと見込まれている。

○市街地において人口減少が進むと、一定の人口密度に支えられ
てきた都市機能の維持が難しくなる可能性がある。

○自然災害のリスクが高まり、気候変動の影響を見据えた安全で
強靱な都市づくりの重要性も高まっている。

○本計画では、居住機能と都市機能の適切な配置や公共交通を軸
とした都市づくりの推進、防災対策の強化などに取り組むこと
により、将来にわたって誰もが住みやすく、活力にあふれた都
市として発展していくことを目指す。

概ね２０年後の令和２７年（2045年）を見据えた計画とすること
を基本とし、将来展望に変化が生じるような社会経済情勢の変化や
関連計画の変更などを踏まえて、基本方針や取組の方向性、各区域
等の設定などを随時見直していくものとする。

１ー４ 目標年次

１－１ 背景と目的 １－３ 対象区域

１－２ 位置づけ

【根拠法】
都市再生特別措置法第８１条の規定による「住宅及び都市機能

増進施設の立地の適正化を図るための計画」として定める。

【上位計画等との関係】
都市再生特別措置法第８２条に基づき、都市計画法第１８条の

２の規定により定める「第３次札幌市都市計画マスタープラン」
の一部とみなす。

対象区域（立地適
正化計画区域）は、
札幌市の都市計画区
域。

◆将来人口推計について
計画策定時（令和７年度）において、令和２年（2020年）の国勢調査

データが実測人口の最新値であったため、本計画では当該時点を起算点
として２０年後の令和２２年（2040年）の将来値を推計している。
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第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第２章 都市づくりのこれまでとこれから

２－１ これまでの都市づくり 都市計画マスタープランと共通

明治期、戦前、戦後、政令指定都市移行後、都市計画マスタープラン策定後の5つの区分に分け、これまでの都市づくりを整理

（１） 明治期の都市づくり 明治2年（1869年）～明治32年（1899年）

（２） 戦前の都市づくり 明治32年（1899年）～昭和20年（1945年）

（３） 戦後の都市づくり 昭和20年（1945年）～昭和47年（1972年）

（４） 政令指定都市移行後の都市づくり 昭和47年（1972年）～平成16年（2004年）

○平成16年（2004年）の都市計画マスタープラン策定以降、市街地の拡大抑制

を基調とし、既存都市基盤を有効に活用しながら都市の魅力と活力を向上させ

る内部充実型の都市づくりを推進

○平成28年（2016年）には２次都市計画マスタープランと立地適正化計画を策

定し、持続可能な暮らしを支えるため、居住機能及び都市機能の適切な配置を

図りつつ、「低炭素都市づくり」など社会ニーズに対応した都市づくりを推進

○地域の特性を踏まえたまちづくりを進めるため、まちづくり計画の策定や再開

発の事業化に向けた取組を進め、住環境や都市の魅力・活力の向上を推進

○札幌への本府建設が決定、国による新たな都市

づくりのはじまり

【都市づくりの主要課題】

○国による都市としての骨格づくり

【主な取組】

○都心部の原型の形成（60間四方の格子状街区）

○衛星村落の形成（屯田兵村、山鼻村など）

○周辺都市間、村落間を結ぶ道路の形成

（現在の国道５号、12号、36号など）

○北海道の中心都市へと成長していく中で、公共

交通機関などの整備が進行

【都市づくりの主要課題】

○自治の萌芽(ほうが)と北海道の中心都市への

成長を支える基盤づくり

【主な取組】

○公共交通のはじまり（馬鉄、定山渓鉄道など）

○旧都市計画法の適用と様々な都市基盤の整備

○人口や産業の集中が急速に進み、それに伴い

土地区画整理事業などを積極的に実施

【都市づくりの主要課題】

○急激な拡大に対応した各種基盤の整備

【主な取組】

○都心の周囲での土地区画整理事業の積極的な

実施（東札幌、伏見など）

○冬季オリンピックを前にした骨格基盤の整備

（地下鉄南北線開通：昭和46年(1971年)）

○人口や産業が集中する都市化が続く中、新た

な都市計画制度の運用により計画的な市街地

の整備・拡大を実施

【都市づくりの主要課題】

○市街地拡大の計画的なコントロール

【主な取組】

○無秩序な市街地拡大の抑制（区域区分）

○良好な都市開発の誘導（札幌市住区整備基本

計画 など）

現在の市街化区域の概ねの範囲

【都市づくりの主要課題】

○成熟社会を支える都市づくり

【主な取組】

○市街地の拡大抑制を基本とし、既存の都市基盤を有効

に活用した都市の魅力と活力の向上を推進

○秩序ある街並みの形成

○地域に応じた取組の推進 など

（5） 都市計画マスタープラン策定後の都市づくり 平成16年（2004年）～
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第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第２章 都市づくりのこれまでとこれから

２－３ 札幌の特徴及び都市を取り巻く状況の変化

44

都市計画マスタープランと共通

（１） 人口動向

• 令和22年（２０４０年）時点の将来

推計人口は約187万人、市街化区

域内の人口密度は74.2人/haで

あり、市街地全域にわたって居住

がみられる

• 総世帯数は令和１２年（２０３０年）

頃までは増加し、令和２２年（２０４

０年）頃に令和２年（２０２０年）と

同水準となる推計

⇒概ね２０年は一定の水準が維持さ

れる見込みである一方、２０４０年

代以降は人口減少がさらに進行

する見込み

（2） 土地利用動向

• 市街化区域と市街化調整区域の区分を定めて以降、

人口や産業の急速な成長に対応して新たな市街地

整備を計画的に推進

• 人口増加が緩やかになるなど安定成熟期に入って

からは、市街地の拡大を必要最小限にとどめ、既存

の都市基盤を有効活用した都市づくりを推進

• 低未利用地は全市的に減少傾向で、特に郊外住宅

地や工業地・流通業務地において減少率が大きい

⇒社会情勢や低未利用地等の状況の変化を踏まえな

がら適切な検討が必要

市街化区域面積の推移

（3） 建物利用動向

• 全市的に地域の特徴にあった住宅が立地

• 建物の老朽化が進行している地域も多く存在

• 空き家数も増加傾向にあり、人口動向を踏ま

えると今後も増加が予想される

⇒建て替え動向や空き家の動向を的確に捉え

ることが重要

（４） 生活利便施設の状況

• 生活利便施設の徒歩圏面積カバー率は高く、概ね

市全体で高水準に立地

⇒今後、人口減少に伴い、生活利便施設の立地維持

ができなくなる地域が発生する恐れ

（５） 公共交通の動向

• 公共交通ネットワークは、地下鉄・JRを基

軸に、バス路線を接続することで、都心に

向かう広範な交通や郊外部の移動に対応

• 今後の丘珠空港の機能強化や北海道新幹

線札幌延伸など広域交通ネットワークの

充実により、大きく環境が変化

⇒近年のバス路線の減便等による交通利便

性の維持や、人流の大幅な変化を踏まえ

た対応が必要

（６） 自然環境

• 広大な面積と大きな標高差を有し、豊かな

自然環境に恵まれている

• 冬季の降雪量は約5mに達し、積雪寒冷地

としては世界的にも類を見ない規模の人口

を擁する

⇒豊かな自然環境が魅力である一方、災害リ

スクを踏まえた強靱な都市づくりが重要

人口の推移と将来人口推計（住宅市街地の区分ごと）
世帯数の推移と推計

医療施設徒歩圏 福祉施設徒歩圏 子育て施設徒歩圏 商業施設徒歩圏

人口の推移と将来人口推計
※平成２２年以前は、「不詳」を年齢区分の構成比に応じて按分

※平成２７年・令和２年は、国勢調査に基づく不詳補完値による

※令和7年以降は、国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口による
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第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第２章 都市づくりのこれまでとこれから

２－３ 札幌の特徴及び都市を取り巻く状況の変化 都市計画マスタープランと共通

これからの都市づくり

札幌は人口減少というこれまで経験したことがない新たな局面を迎えた

今後は、都市機能や公共サービスの低下など人口減少や人口構造の変化により

顕在化することが懸念される都市機能の低下などの様々な課題に備える

持続的な発展を遂げていくため札幌の強みを生かしながら、機会を的確に捉え

た柔軟な都市づくりを進める

都市づくりの特徴

・公共交通を基軸とし、高次な都市機能が集積した都心・地域の生活の中心となる

地域交流拠点を配置

・その周辺に３つの区分に分けて計画的に密度や特徴の異なる住宅地を形成

・基礎的都市基盤は高水準で整備され生活利便機能が市内に面的に立地

・市街地を取り囲むように森林や農地等のみどりが保全されている など

（7） 産業

• 札幌の産業構造は第3次産業の割合が高く、

卸売業・小売業、医療・福祉及び宿泊業・飲

食サービス業が市内の事業所数、従業者数

の半数近くを占める

• 製造品出荷額等は増加傾向

⇒札幌の強みや成長している産業を伸ばす

ことに加え、新たな産業の進出などにも対

応していくことが重要

製造品出荷額等の推移

（8） 都市のリニューアル

• 今後、１９７０年代から１９８０年代前半に集

中的に整備してきた公共施設の更新時期

が一斉に到来

• 冬季オリンピックから約50年が経過し、札

幌では都心部を中心に当時建てられた建

築物が更新時期を迎えているほか、北海道

新幹線札幌延伸を見据え、民間開発が活発

化

（10） エネルギー・脱炭素化

• 札幌市は令和２年（２０２０年）に「ゼロカーボンシティ」を宣言

• 令和6年（2024年）、北海道・札幌市が「金融・資産運用特区」

の対象地域として決定、併せて「国家戦略特区」に指定

⇒ゼロカーボンの実現に向け、エネルギーの有効利用、経済成

長を図りながら再生エネルギーへの転換の推進が重要

（11） 頻発・激甚化する自然災害

• 平成30年（２０１８年）の北海道胆振東部地震において、液状

化による被害や全道的な停電を経験

• 大雨や短時間強雨の増加に伴う水害が全国各地で観測

⇒災害リスクを踏まえた防災・減災の取組、災害時においても

日常生活や経済活動が継続できるよう、レジリエンス（自己

回復力・強靱性）の向上に向けた取組が重要

（12） 公民連携・官民連携

• 民間企業と連携した札幌市のまちづくりの目標実現に資するを取組を推進

• 都心ではまちづくり会社が設立され、地域主体のまちづくり活動が進められている

⇒民間開発との連携による交流・滞留空間の創出や、それらの空間の効果的な活用が重要

50年以上経過 今後20年で築後
50年経過

⇒計画的かつ効率的な更新を進めることがより一層重要

また、都市機能の集積やまちの魅力・活力の向上、脱炭素化の推進など札幌市が目指す取

組を推進するためには、建物の更新の機会を的確に捉え、まちづくりを進めることが重要

（9）価値観やライフスタイルの変化

• 単独世帯が増加を続けているなど、世帯人員数

は年々減少。 また、共働き世帯が増加

• ＩＣＴの活用やテレワークの拡大など、デジタル技

術の急速な進展に伴いライフスタイルは今後も

変化していくと予想

⇒多様化する価値観やライフスタイルを支えるこ

とに加え、デジタル技術の急速な進展に伴う暮

らし方の変化などを的確に捉えることが重要

２－４ これからの都市づくり
公共施設の築年別整備状況

札幌市と全国の共働き世帯と専業主婦世帯の推移
（出典：総務省「国勢調査」）

一時滞在施設

新さっぽろ駅周辺地区

アクティブリンク（空中歩廊）
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第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

３－１ 見直しのポイント

第３章 都市づくりの理念、目標、立地の適正化に関する基本的な方針

都市計画マスタープランと共通
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• 令和３年（２０２１年）に人口減少局面を迎え、人口減少や人口構造の変化が

さらに進行することで地域によっては様々な課題が顕在化することが懸念

される。

■ 見直しのポイント

● 人口減少等に適応した持続可能な都市づくりの推進

人口減少下における持続可能な都市づくりを進めるため、居住機能や都市機能の集

積の考え方を示し、都心・地域交流拠点における都市機能の強化や住宅地における多

様なライフスタイルへの対応、土地利用転換等に対し地域コミュニティの維持に向け

地域特性に応じたきめ細かな取組を推進

● リニューアル時期を捉えた都市づくりの推進

建築物の建替え更新や広域交通ネットワークの強化等の機会を捉えて、都市の魅力

や活力の向上を図るため、みどりの創出等による魅力的な空間の形成・活用や、新た

な交通需要への対応、良好な景観形成に向けた取組等を推進

● ひと中心の都市づくりの推進

都心・地域交流拠点におけるにぎわい・交流の促進及びイノベーションの創出や、住宅

地におけるコミュニティの維持を図るため、公共的空間の整備・活用等により、誰もが

利用しやすく居心地が良く歩きたくなる空間の形成等を推進

● 脱炭素化・強靱化に向けた都市づくりの推進

都市づくりにおいても徹底した省エネ対策や再エネの導入等を進めるとともに、都市

活動が災害時にも継続できる防災・減災の取組を推進し、高次な都市機能が集積して

いる都心においては先進的な取組等を促進

● 多様な手法を活用した都市づくりの推進

都市が成熟し求められるニーズ等が多様化・複雑化する状況を踏まえ、地域課題の解

決を図るため、デジタル技術や既存ストックの活用、エリアマネジメント等の取組を推

進

◆人口減少や人口構造の変化のさらなる進行により想定される課題例

 都市機能・公共サービスの低下：人口減少等や人口構造の変化に伴う、生活利

便施設の撤退やインフラ維持の負担増、公共交通の利便性低下等が懸念

 地域コミュニティの衰退・居住環境の悪化：人口密度の低下等に伴う、地域コ

ミュニティの衰退や管理不全の空き家、空き地の増加等による居住環境の悪

化等

 都市全体の活力の低下：経済活動の停滞や交流が減少することで、都市全体

の活力を低下させる可能性

• 将来の人口減少等の進行により顕在化することが懸念される課題に備える

ため、今から都市の持続可能性を高めるための準備が必要

• 「今後顕在化するであろう課題に備える視点」と「札幌の強みを生かし機会

を的確に捉えた持続的な発展に向けた視点」から、見直しのポイントを整理

本計画期間の都市づくりの視点



第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

３－２ 都市づくりの理念と基本目標

第３章 都市づくりの理念、目標、立地の適正化に関する基本的な方針

（2） 基本目標 都市計画マスタープランと共通

高次な都市機能や活発な経済活動、文化芸術・スポーツが育む創造によ

り、北海道をリードし、世界を惹きつける

魅力と活力あふれる世界都市

人口減少に適応した都市づくりへの移行

多様な地域のつながりが 都市全体の調和を保つ

札幌型コンパクトシティの実現

人口減少に適応した都市づくりへの移行

多様な地域のつながりが 都市全体の調和を保つ

札幌型コンパクトシティの実現

（1） 理念 ＜都市づくり全体＞

 多様な協働により地域の価値を

創造する取組が連鎖する都市

＜身近な地域＞

◆札幌の特徴を踏まえた都市空間の形成

• 市街地内の充実と市街地を囲む豊かな自然環境

• 公共交通ネットワークでつながれた高次な都市機能が集積した都心と地域の
生活の中心となる複数の地域交流拠点

• 身近に生活利便機能が立地した多様なライフスタイルを実現する住宅地

• 多くの人が集まる交流の場

• 暮らしの質を高める憩いの場

多様な取組の連鎖（イメージ図）

「札幌型コンパクトシティの実現」とは、「持続可能な都市の形成」

と「魅力と活力の創出」に向けた都市づくりを指しており、

札幌型コンパクトシティの実現を支える都市空間の形成に加え、

地域の多様な取組を展開していきます

◆札幌の特徴を踏まえた地域の多様な取組の展開

人口減少等に適応した都市構造を形成し地域コミュニティを支え札幌の

価値を残し続ける

持続可能な都市

札幌らしい地域の特色を生かした居住環境の形成により子育て・暮らし・

仕事など誰もが多様なライフスタイルを実現できる

「ひと」中心の都市

先進的な取組により脱炭素化を推進し、

「みどり」や「ゆき」の自然の恵みと調和した

環境都市

都市基盤の効率的な維持・保全や災害リスクを踏まえた防災・減災の取組

により、都市活動が災害時にも継続できる

安全・安心・強靱な都市

暫定案

7

【資源を有効につかう】

• 豊かな自然やゆきを資源として活
用する

• 公共的空間を多面的に活用する

• 既存の資源を有効に活用する

• 地域の個性を高める

【取組をつなぐ】

• 多様な主体で連携し協働で進める

• 交流の機会を創出する

【全体を調和する】

• 都市全体の視点と地域毎の視点を
持って最適化を図る

• 中長期的な視点と柔軟な対応によ
り効果の高い都市づくりを進める

• 多角的な視点から総合的に取組を
進める



第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

３－３ 目指すべき都市構造 都市計画マスタープランと共通

第３章 都市づくりの理念、目標、立地の適正化に関する基本的な方針

定義都市全体から見て求められる役割

ＪＲ札幌駅北口一帯・大通と東８丁目・篠路通の交
差点付近・中島公園の北端付近・大通公園の西端
付近を頂点として結ぶエリア

都心にふさわしい高次な都市機能の集積や札幌を象徴する
都市空間の創出、脱炭素化の推進等を通して、札幌・北海道
の魅力と活力の先導・発信

都心

拠
点

主要な交通結節点周辺や区役所周辺などの生活
圏域の拠点となるエリア

後背圏を含めた地域の生活を支える日常的な生活利便機能
や多様な都市機能の集積を図るとともに、公共交通の利便
性を確保し、来訪者を受け入れる魅力ある交流空間を形成

地域交流拠点

国際的・広域的な広がりをもって利用され、札幌
の魅力と活力の向上を先導する高次な都市機能
が集積するエリア

札幌の魅力と活力の向上を先導するため、地域の持つ資源
や施設等の特性に応じ、産業や観光、文化芸術、スポーツな
ど、高次な都市機能を集積

高次機能
交流拠点

ーそれぞれの価値観や家族構成の変化等に対応した多様なラ
イフスタイルを実現

住
宅
市
街
地

概ね環状通の内側と地下鉄の沿線、地域交流拠
点の周辺のエリア

後背の住宅地を支える高い居住密度を維持・向上し生活利
便機能を集積するとともに、質の高い都市空間を実現

複合型高度利用
市街地

市街化区域のうち、複合型高度利用市街地、郊外
住宅地、工業地・流通業務地以外のエリア

戸建住宅や集合住宅などの多様な居住機能や生活利便機能
などの調和が保たれた居住環境を実現

一般住宅地

市街化区域のうち、概ね外側に位置し、一定の生
活利便機能を有する低層住宅地を主とするエリア

自然と調和し、ゆとりある空間を生かした暮らしを実現
郊外住宅地

工業や流通業務に係る集約的な土地利用を推進
するエリア

周辺市街地との均衡を保ちつつ、市内工場の操業環境の保
全や新たな産業振興など、札幌の産業を向上

工業地・
流通業務地

無秩序な市街化を防止するために、原則として市
街化を抑制すべきエリア

自然環境や農地を適切に保全市街地の外
（市街化調整区域）

• 札幌の都市構造は、公共交通を基軸として、高次な都市機能が集積した都心と地域の生活を支える地域交流拠点を配置し、

それらの周辺には密度や特徴の異なる３つの住宅市街地を計画的に形成。また、国際的・広域的な広がりを持った高次な都

市機能が集積する高次機能交流拠点が配置されているほか、工業地・流通業務地が周辺との均衡を保ちながら一定のまとま

りをもって配置され、適切に保全された森林や農地等のみどりが市街地を取り囲んでいる

• 概ね２０年後を見据えた本計画では、人口の推移や土地利用の動向等を踏まえ市街地の範囲を変更しないことを基本とし、

本計画の目標年次のさらにその先の急激な人口減少等に伴い顕在化するであろう課題に備え、これまで築いてきた都市構

造を維持。そのため、都心や地域交流拠点においては都市機能の集積や交通結節機能の強化等を進めるとともに、複合型高

度利用市街地においては、後背の住宅地を支える生活利便機能の集積等により人口密度の維持・増加を図ることが重要。

• 一方、人口減少等の進行により、生活利便性の低下などの課題が早期に顕在化することが想定される一部の住宅地では、既

存の都市基盤の効率的な活用や地域の実情等に合わせた生活交通の確保など、都市全体のバランスを踏まえ最適化を図り

ながら、地域の実情に応じた、多世代を受け入れるまちづくり等により地域コミュニティの維持等を図ることが重要。

都市構造図

イラスト作成予定

以下の役割を踏まえた都市全体
の姿を描く予定
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第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

３－４ 立地の適正化に関する基本的な方針

基本方針１

＜居住機能と都市機能の適切な誘導による人口減少に適応した持続可能な都市づくり＞
○多くの人が集まる都心や地域交流拠点と基軸となる公共交通を中心に居住機能と都市機能の集積を図り、人口減少が進む中でも利便性の

高い地域での暮らしやゆとりある郊外での暮らしなど、多様なライフスタイルに対応した持続可能な都市を目指す。

基本方針2

＜公共交通ネットワークで結ばれた誰もが暮らしやすい都市づくり＞
○居住機能と都市機能の誘導にあわせて札幌の都市構造を支える持続可能な公共交通ネットワークを構築し、都市機能へのアクセス性が確保

された誰もが暮らしやすい都市を目指す。

9

都市の骨格構造図
（作成中）

基本方針３

＜自然災害のリスクを踏まえた安全で安心な

都市づくり＞
○自然災害のリスクを踏まえて居住機能と都市機能の誘導を図りつつ、

市民・企業・行政などの多様な関係者が連携して都市の防災力を高め

る取組を進め安全で安心な都市を目指す。

第３章 都市づくりの理念、目標、立地の適正化に関する基本的な方針



第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

（１）居住誘導の基本的な考え方

○札幌の人口は減少局面を迎えており、今後の人口減少は避けら
れない認識のもと２０４０年代より先を見据えると、複合型高
度利用市街地、一般住宅地、郊外住宅地、それぞれの住宅市街
地の区分に応じて利便性が確保された持続的な居住環境が必要。

○本計画では、人口や土地利用、交通、災害リスクの現状と将来
の見通しを勘案して居住誘導区域を設定。

○居住誘導区域内に都市機能が維持されることで、区域内の居住
環境の向上だけでなく、後背にある地域の生活利便性の確保に
もつながる。

（２）居住誘導区域の設定

○生活を支える都市機能へのアクセス性が高く、一定の人口規模
と生活利便性を有するエリアに居住誘導区域を設定し、戸建住
宅や集合住宅など、地域の特性に応じた居住機能の集積を図る
ことにより、人口密度の維持を目指す。

○骨格公共交通である地下鉄・ＪＲ・路面電車及び地域交流拠点
の周辺を対象とし、住宅市街地の区分や徒歩圏、居住誘導区域
の位置関係、土地利用の状況、災害リスクを考慮して設定する。

■集合型居住誘導区域

○居住機能や都市機能が一定程度集積している「複合型高度利用市
街地」は、利便性が高い市街地であるだけでなく、後背の住宅地
の生活利便性の確保という役割も担っていることから、その地域
の人口が減少すると都市機能の低下を招き、後背の住宅地の利便
性にも影響を及ぼすことが懸念される。

○複合型高度利用市街地の区域では、土地の高度利用を基本とした
集合型の居住機能の集積を図ることにより、人口密度の維持・増
加を目指す。

（３）地域特性に応じて課題に取り組むエリア

○居住誘導区域の外では、人口減少に伴う課題が顕在化し、都市機
能の空洞化や空き家・空き地の増加、地域コミュニティの希薄化
など、地域の居住環境や魅力を維持することが難しくなることが
懸念される。

○札幌はすでに人口減少の局面に入っており、今後もこの傾向が続
くと見込まれる中で、人口減少を前提としながらも、地域の実情
や特性、課題を把握し地域ごとにまちづくりに取り組むなど、市
民の暮らしを支えるため、必要に応じた取組を検討する 。

都心の中心部（概ね札幌駅～大通公園地域）については、地域の特性
を踏まえ、都心としての都市機能の集積を優先させるべきであるため、
積極的に居住誘導を図るものではない。

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－１ 居住機能の誘導①

＜居住誘導区域＞
人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維

持することにより、都市機能や地域コミュニティが持続的に確
保されるよう、居住を誘導すべき区域

＜居住誘導区域＞
人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維

持することにより、都市機能や地域コミュニティが持続的に確
保されるよう、居住を誘導すべき区域

居住誘導区域のイメージ図
（作成中）
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第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－１ 居住機能の誘導②

■居住誘導区域の設定
 地下鉄沿線、路面電車沿線、ＪＲ駅周辺、地域交流拠点周辺の徒歩圏を目

安として、道路・河川等の地形地物や、用途地域・高度地区等の土地利用
制限の境界などに合わせて区域界を画定。

 土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、地すべり防止区域、急傾斜地
崩壊危険区域などは、その区域を除外。

 居住誘導区域のうち、複合型高度利用市街地の範囲を基本に、集合型居住
誘導区域を設定。

＜補足＞

 公共交通の徒歩圏については、地下鉄は沿線から概ね８００ｍ、ＪＲは駅
を中心に概ね８００ｍ、路面電車は沿線から概ね３００ｍの範囲。

 このうち、ＪＲ駅については、駅周辺の状況（人口、住宅、生活利便施
設）、駅の利用状況（乗降客数）、交通結節機能（バスとの連絡状況）を
踏まえ区域を設定。
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■各誘導区域の面積

市街化区域に
占める割合

面積

－２５,０３４ ha市街化区域

約 ４４.６ ％１１,１７２ ha居住誘導区域

約 ２３.５ ％５,８８８ ha集合型居住誘導区域

約 １.８ ％４５５ ha都市機能誘導区域（都心）

約 ５.８ ％１,４５１ ha都市機能誘導区域（地域）

（４）居住誘導区域の区域図

Ｒ７.７時点

居住誘導区域
集合型居住誘導区域

地域特性に応じて課題に取り
組むエリア

市街化区域境界線

市街化調整区域



第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－２ 都市機能の誘導①

（１）都市機能誘導の基本的な考え方

○市民生活を支える都市機能を都市の拠点となるエリアに集積さ
せることで効率的なサービスの提供を実現し、市民の利便性と
福祉の向上や都市の魅力を高めることを目的として、都市機能
誘導区域と誘導施設を設定。

○これらの都市機能の一部は、既に市内で一定程度充足している
ものの、今後の人口減少に伴って機能が低下することも考えら
れることから、将来にわたって都市の利便性や魅力を確保する
ため、少なくとも都市の拠点となるエリアにおいては必要な機
能が適切に集積されるように誘導を図る。

○誘導施設については、必ずしもすべての施設を都市機能誘導区
域内に集約するのではなく、施設の立地状況や利用者の利便性
などを考慮して、誘導施設に応じた適切な集積を図る。

○一部の施設については、法定の誘導施設には該当しないものの、
札幌のまちづくりの推進とって重要な機能であることから、独
自に誘導施設として位置付ける。

＜都市機能誘導区域＞
都市の拠点となるエリアにおいて、医療・福祉・子育て支

援・商業等の都市機能を集積させることで、効率的なサービス
の提供を実現し、市民の利便性と福祉の向上を図ることを目的
として、都市機能の立地を誘導する区域
＜誘導施設＞

都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき施設

＜都市機能誘導区域＞
都市の拠点となるエリアにおいて、医療・福祉・子育て支

援・商業等の都市機能を集積させることで、効率的なサービス
の提供を実現し、市民の利便性と福祉の向上を図ることを目的
として、都市機能の立地を誘導する区域
＜誘導施設＞

都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき施設

（２）誘導施設の設定

【日常生活を支える利便機能】

○比較的規模の大きな「２００床以上の病院」、「子どもの屋内
遊び場」、「大規模な商業施設」は、多世代に向けて広域的な
サービス提供が求められる施設であることから、誰もが公共交
通を利用してアクセスしやすいエリアへ集積を図る。

○一部が既に利便性の高いエリアに立地していることから、区域
外への転出を防ぐことで利便性の確保する観点も踏まえ設定。

○一方、診療所や福祉施設、保育施設、スーパーマーケットなど
の施設は、日常的に地域住民が利用する身近な機能であり、既
に市街化区域の広い範囲において徒歩圏内に立地している状況。
また、施設によっては、その性質上、必ずしも特定のエリアへ
の立地誘導が適さないものもあるため、今後も人口密度に応じ
て市街化区域内での適正な立地を推進していくこととし、特定
の区域への誘導は行わないこととする。

誘導施設

・２００床以上の病院
・子どもの屋内遊び場
・大規模な商業施設

日常生活を支える利便機能 公共サービス機能

地域の魅力を高める都市機能 都市の魅力を高める都市機能

防災力を高める都市機能

＜医療施設＞

・２００床以上の病院

…医療法第７条第２項に掲げる病床の種別のうち一般病床を２００床以上有する病院

＜子育て関連施設＞

・子どもの屋内遊び場

…０歳～１２歳程度の子どもを対象に体を動かして遊ぶことを目的とした遊戯施設で床面積

１，０００㎡以上のもの（風営法第２条第１項に規定する風俗営業許可を要する施設を除く）

＜商業施設＞

・大規模商業施設

…Ｐ１３参照
12



第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

【地域の魅力を高める都市機能】

○周辺地域の生活を支える拠点としての役割を担うエリアにおい
て、日常生活を支える都市機能のほか、広域から多くの人を引
き付ける機能や地域のにぎわい・交流を促す機能、公共交通の
乗継・待合空間などの交通結節機能などが充実することは、後
背圏を含めた地域全体の魅力を高めると考えられる。

○本計画では、これらの機能を有する施設のうち前述の「２００
床以上の病院」、「子どもの屋内遊び場」、「大規模な商業施
設」について、広域から多様な世代の人を引き付けることから、
地域の魅力を高める都市機能としても位置付ける。

（２）誘導施設の設定

【公共サービス機能】

○公共施設のうち、区役所や区民センターなどの行政区単位施設
については、施設の相互連携や空間の有効活用を図りながら、
公共交通の利便性が高く多くの市民が集まるエリアに機能を集
約することにより、効率的かつ質の高い公共サービスの提供が
可能となり、市民の利便性及び福祉の向上に資する。

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－２ 都市機能の誘導②

誘導施設

・区役所
・区保健センター
・区民センター・コミュニティーセンター
・図書館
・体育館
・区保育・子育て支援センター（ちあふる）

誘導施設

・２００床以上の病院（再掲）
・子どもの屋内遊び場（再掲）
・大規模な商業施設（再掲）

＜多くの市民が利用する公共施設＞

・区役所

…札幌市区の設置等に関する条例第３条に規定する各区役所

・区保健センター

…札幌市保健所及び保健センター設置条例第２条に規定する各区保健センター

・区民センター

…札幌市区民センター条例第２条に規定する各区民センター及びコミュニティセンター

・図書館

…札幌市図書館条例第１条に規定する各図書館

・体育館

…札幌市体育施設条例第１条に規定する体育施設のうち、札幌市中央体育館及び各区体育館

・区保育・子育て支援センター

…札幌市区保育・子育て支援センター条例第３条に規定する各区保育・子育て支援センター

＜医療施設＞(再掲)

・２００床以上の病院

…医療法第７条第２項に掲げる病床の種別のうち一般病床を２００床以上有する病院

＜子育て関連施設＞(再掲)

・子どもの屋内遊び場

…０歳～１２歳程度の子どもを対象に体を動かして遊ぶことを目的とした遊戯施設で床面積

１，０００㎡以上のもの（風営法第２条第１項に規定する風俗営業許可を要する施設を除く）

＜商業施設＞

・大規模な商業施設

…建築基準法別表第２（か）項に掲げる用途（以下の用途を除く）に供する建築物でその用途に
供する部分（劇場、映画館、演芸場又は観覧場の用途に供する部分にあっては、客席の部分に
限る。）の床面積の合計が1０,０００㎡を超えるもののうち、店舗及び飲食店を含むもの。
(1) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他これらに類

するもの
(2) キャバレー、料理店その他これらに類するもの
(3) ナイトクラブ又は建築基準法施行令第１３０条の９の２に定めるもの
(4) 個室付浴場業に係る公衆浴場又は建築基準法施行令第１３０条の９の５に定めるもの
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第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－２ 都市機能の誘導③

【防災力を高める都市機能】

○都心、都心周辺、地域交流拠点は、災害時において人的被害や
経済的損失のリスクが高まることが懸念。

○「一時滞在施設」は、居住者だけでなく、観光客や就労者、後
背圏からの利用者など多くの来訪者がいるエリアにおける帰宅
困難者対策に資することから、誘導施設に位置づけ都市の防災
力の向上を図る。

誘導施設

・ＭＩＣＥ関連施設
・高機能オフィス
・大規模ホール

誘導施設

・一時滞在施設

（２）誘導施設の設定

【都市の魅力を高める都市機能】

○札幌が、観光地、居住地、さらには働く場所として国内外から「ひ
と・もの・こと」を引き付け、選ばれる都市となるためには、先進的
なビジネス環境の形成、北海道観光の玄関口にふさわしい機能の
集積、多様な消費活動や体験が広がる場と機会の充実など、都市
全体の魅力を高める高次の都市機能の集積が必要。

○集客・交流機能を有するMICE関連施設や、雇用の創出やビジネ
スの拠点となる高機能オフィスは、市民生活の質の向上とともに、
都市の国際競争力の強化にも資する重要な施設。

○文化活動の発表の場や多様な芸術文化に触れる機会を提供する
大規模ホールは、文化的な豊かさを育みながら、都心のにぎわい
を生み出す集客交流拠点として、都市の魅力や活力の向上に寄与。

○札幌・北海道の魅力と活力を先導・発信する「都心」において高次
の都市機能の集積と機能の高度化を図る。

＜国際競争力の向上に資する高次都市機能を有する施設＞

・ＭＩＣＥ関連施設

…都心のＭＩＣＥ機能及び市民の利便性向上に資する次のいずれかの施設

1)床面積１，０００㎡以上のホール・会議室・展示場を有する施設

2)都心における緩和型土地利用計画制度等の運用基準に掲げる要件を満たすハイグレードホテル

・高機能オフィス

…都心における緩和型土地利用計画制度等の運用基準に掲げる要件を満たす高機能オフィス

＜教育文化施設＞

・大規模ホール

…固定客席数１，０００席以上を有する多目的ホール

＜防災＞

・一時滞在施設

…帰宅困難者対策に資する一時滞在施設（札幌市と協定を締結するもの）
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第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－２ 都市機能の誘導④

（３）都市機能誘導区域の設定

【地域の暮らしを守り・育む都市機能誘導区域】
○「日常生活を支える利便機能」や「公共サービス機能」、「地域の魅力を高める都市機能」、「防災力を高める都市機能」に位置付

けられる誘導施設については、公共交通の利便性が高いエリアや周辺地域の生活を支える拠点としての役割を担うエリアにおいて集
積することを目指し、都心及び都心周辺、地域交流拠点を都市機能誘導区域に設定。

【都心にふさわしい高次の都市機能誘導区域】
○「都市の魅力を高める都市機能」に位置付けられる誘導施設については、高次の都市機能として特に都心において集積が必要となる

ことから、都心には都市機能誘導区域を重層的に設定。
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都心にふさわしい高次の都市機能を誘導するエリア

地域の暮らしを守り・育む都市機能を誘導するエリア

都心周辺は、土地の高度利用が図られ、公共交通の利便性も高いことに加え、都心との近接性を生かして機能や魅力向上が期待
できることから、都市機能誘導区域に設定。



第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－２ 都市機能の誘導⑤

（４）都市機能誘導区域の区域図と誘導施設

誘導施設対象エリア都市機能誘導区域

 国際競争力の向上に資する高次都市機能を有する
施設（ＭＩＣＥ関連施設、高機能オフィスビル）

 教育文化施設（大規模ホール）
都心都心にふさわしい

高次の都市機能

 日常生活を支える利便機能と地域の魅力を高める
都市機能を有する施設（２００床以上の病院、子
どもの屋内遊び場、大規模な商業施設）

 多くの市民が利用する公共施設（区役所、区保健
センター、区民センター・コミュニティセンター、
図書館、体育館、区保育・子育て支援センター）

 都市の防災力を高める都市機能（一時滞在施設）

都心
都心周辺
地域交流拠点

地域の暮らしを

守り・育む都市機能

■誘導施設の一覧

■各誘導区域の面積

都心の区域設定
 第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンに定める都心の範囲を踏まえ、道路・河川などの地形地物や、用

途地域・高度地区などの土地利用制限の境界などに合わせて区域を画定した。
都心周辺の区域設定
 都心に隣接した区域で、用途地域の指定状況や都市機能の立地状況を踏まえ、道路・河川などの地形地

物や、用途地域・高度地区などの土地利用制限の境界などに合わせて区域を画定した。
地域交流拠点の区域設定
 地下鉄駅などからの徒歩圏や地域としての一体性を踏まえ、道路・河川などの地形地物や、用途地域・

高度地区などの土地利用制限の境界、土地利用構想等の計画策定エリアなどに合わせて区域を画定した。

市街化区域に
占める割合

面積

－２５,０３４ ha市街化区域

約 ４４.６ ％１１,１７２ ha居住誘導区域

約 ２３.５ ％５,８８８ ha集合型居住誘導区域

約 １.８ ％４５５ ha都市機能誘導区域（都心）

約 ５.８ ％１,４５１ ha都市機能誘導区域（地域）

都市機能誘導区域(都心)

都市機能誘導区域(地域)

市街化区域境界線

Ｒ７.７時点
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第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第４章 誘導区域と誘導施設

４－３ まとめ

誘導施設
対象
エリア

都市機能
誘導区域

 国際競争力の向上に資する高次都市機
能を有する施設（ＭＩＣＥ関連施設、
高機能オフィスビル）

 教育文化施設（大規模ホール）

都心
都心にふさわしい
高次の都市機能

 日常生活を支える利便機能と地域の魅
力を高める都市機能を有する施設（２
００床以上の病院、子どもの屋内遊び
場、大規模な商業施設）

 多くの市民が利用する公共施設（区役
所、区保健センター、区民センター・
コミュニティセンター、図書館、体育
館、区保育・子育て支援センター）

 都市の防災力を高める都市機能（一時
滞在施設）

都心
都心周辺
地域交流拠点

地域の暮らしを
守り・育む
都市機能

17

■誘導施設の一覧

■各誘導区域の面積

備考
市街化区域に
占める割合

面積

－２５,０３４ ha市街化区域

約 ４４.６ ％１１,１７２ ha居住誘導区域

約 ２３.５ ％５,８８８ ha集合型居住誘導区域

※約 １.８ ％４５５ ha都市機能誘導区域（都心）

※約 ５.８ ％１,４５１ ha都市機能誘導区域（地域）

※都市機能誘導区域（地域）の内側に都市機能誘導区域（都心）を重層的に設定

Ｒ７.７時点

都市機能誘導区域(都心)

都市機能誘導区域(地域)

居住誘導区域
集合型居住誘導区域

地域特性に応じて課題に取り
組むエリア

市街化区域境界線

市街化調整区域



第７回 都市計画マスタープラン等見直し検討部会

立地適正化計画

本計画では、低未利用地の発生の抑制や、有効活用や適正な管
理が進められるよう、エリアに応じた低未利用地の利用と管理に
ついて市民、企業、行政などの多様な主体が共有する指針を掲げ、
居住機能や都市機能の誘導を促進することや、良好な居住環境の
確保を図る。
（１）居住誘導区域における低未利用地の利用と管理の指針
（２）都市機能誘導区域における低未利用地の利用と管理の指針
（３）誘導区域外における低未利用地の利用と管理の指針 など

（１）地区の特性に応じた都市機能の集積
○市街地再開発事業等により、民間活力を活用しながら、土地の

高度利用及び誘導施設をはじめとした都市機能の集積を図る。
［市街地再開発事業一覧：北５西１・西２地区第一種市街地再開発事業ほか］

（２）都市機能の誘導効果を相乗的に高める空間の形成
○都心では、民間都市開発との連携による積雪寒冷地にふさわし

い多様な屋内空間等のオープンスペースの創出・連続化等によ
り、にぎわいと交流を生む場の創出を推進する。

○地域交流拠点では、民間都市開発の誘導・調整を積極的に進め、
地域特性に応じて、建物低層部への商業機能の導入などのにぎ
わいや多様な交流空間（広場・公園など）の創出を図る。

（３）多様な主体によるエリアの魅力を高める機会の創出
○地域交流拠点の機能強化に向けて個々の取組を相互に連携・調

整するため、地域の特徴・課題や住民活動の熟度などに応じ、
市民・企業・行政などの各主体の協働による指針づくりを進め
る。 など

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第５章 誘導に関する施策

５－１ 居住機能の誘導に係る施策 ５－３ 公共交通や円滑な移動に関する施策

18

（１）居住機能の立地促進
○用途地域など地域地区の効果的な運用や立地支援に係る方策

を検討。
（２）居住者の生活利便性の確保
○土地利用計画制度の効果的な運用のほか、都市計画提案制度

や都市再生特別措置法に基づく各種制度の活用を検討。
（３）良好な居住環境を支える基盤整備
○旅客施設、車両等、道路、信号機等、路外駐車場、都市公園、

建築物について、施設等の種別に応じた バリアフリー化の推
進を図る。

（４）居住地としての魅力の向上
○空き家や空き地等の低未利用地の活用により、持続可能な地

域づくりを進める。 など

５－２ 都市機能の誘導に係る施策

（１）持続可能な公共交通ネットワークの構築
○水素燃料電池車両等を用いた新たな公共交通システムの導入検

討を進めるとともに、本格運行に向けた社会実験や新技術の活
用検討を進める。

（２）公共交通の質的充実
○新技術等を活用した公共交通の利用に関する質的向上に向けた
検討を進める。

（３）歩行者の回遊性向上
○札幌駅の交通結節点における公共空間や歩行空間等の整備を推

進し、利用者の利便性や快適性を向上させる。 など

５－４ 誘導区域の外における地域特性に応じた施策

（１）地域コミュニティの確保
○地域固有の資源を活用するとともに、小学校へのまちづくりセ

ンターや児童会館などの機能の複合化による地域コミュニティ
拠点の形成を図るなど、地域コミュニティの維持に向けた取組
を検討する。

（２）空き地や空き家への対策
○空き家等の適切な管理により、地域の安全確保と生活環境の保

全を図り、あわせて空き家等の流通・活用を促進するため、総
合的な空き家等対策を推進する。 など

５－５ 低未利用地に関する考え方
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立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

立地適正化計画

防災指針
居住誘導区域における

災害リスクの防災・減災対策の取組

■防災分野の計画（全市的な計画）

防災に関連する計画や取組など災害種類

・札幌市地域防災計画
・札幌市強靱化計画 等

全般

・札幌市治水整備指針
・札幌市雨に強いまちづくりビジョン

等

洪水
内水氾濫
土砂災害

・札幌市耐震改修促進計画
等

地震

・札幌市冬のみちづくりプラン２０１８
・大雪時の対応指針 等

雪害

○防災指針とは、居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都
市の防災に関する機能を確保するための指針であり、居住誘導
区域における災害リスクをできる限り回避あるいは低減させる
ために必要な防災・減災の取組を示すもの。

○本計画では、災害リスクを踏まえて誘導区域を設定しつつ、区
域内に災害ハザードエリアが残る場合には、適切な防災・減災
の取組を防災指針として位置づける。

防災指針とは ６－１ 災害リスク分析①

（１）対象とする災害及び災害ハザードの整理

○本計画では、札幌で発生し得る地震災害や大雨による洪水・内水

氾濫、土砂災害のほか、積雪寒冷地である札幌の特徴を踏まえ大

雪による雪害といった自然災害を対象とする。

（２）災害ハザード情報と都市構造の重ね合わせによる課題の抽出

○対象とする災害に関する災害ハザード情報と、人口分布や建物・

都市機能・避難施設の立地状況などの都市情報を重ね合わせて災

害リスクを分析し、地域ごとの課題を抽出・整理。

分析の視点都市情報災害ハザード情報災害

•被害を受ける住民や
建物はあるか
•垂直避難が可能か
•避難施設が利用でき
るか
•建物倒壊等の被害が
発生しないか
•施設の継続利用に支
障がないか
•逃げ遅れのおそれが
ないか
•避難に支障がないか
•地下施設への被害が
発生しないか

•人口
•建物分布・建物
階数
•避難施設
•都市機能 (病
院・福祉)
•要配慮者利用
施設
•道 路 網 ( ア ン
ダーパス)
•地下施設･地下
街
•立地適正化計
画の誘導区域

•想定浸水深(想定最大規模)
•家屋倒壊等氾濫想定区域
•浸水継続時間
•浸水到達時間(３０分)
•過去の浸水実績
•土砂災害(特別)警戒区域

洪水
内水
氾濫
土砂
災害

•被害を受ける住民や
建物はあるか
•避難施設が利用でき
るか

•想定最大震度
•液状化危険度
•建物全壊率
•大規模盛土造成地の滑動崩落

地震

•通行障害等の長期化
による深刻な被害が発
生しないか

•大雪による被害状況雪害

19

整合

第６章 立地適正化計画における防災指針
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立地適正化計画

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第６章 立地適正化計画における防災指針

６－１ 災害リスク分析②

①洪水

○洪水とは、大雨により河川が増水し、堤防を越えて水が溢れたり、堤防が決壊したりすることで発生する浸水。

○長時間にわたって大雨が降り続いた場合などに発生する危険性があり、発生頻度は低いものの、甚大な被害をもたらす。

○本計画では、過去の浸水実績や多段階の浸水想定、想定最大規模降雨による浸水想定等のハザード情報を基に洪水に係る災害リスク分

析を実施。

洪水浸水想定区域（想定最大）×指定緊急避難場所兼指定避難所（基幹避難所）

0.5m未満

3.0m未満

5.0m未満

家屋倒壊等氾濫想定区域

氾濫流

河岸侵食

指定緊急避難場所

避難場所から1.333km圏※
※札幌市避難場所基本計画の歩行可能距離

都心部

浸水（3.0ｍ未満）が想

定され、都市機能への

被害や地下施設の浸水

被害が発生するおそれ

一部の居住誘導区域

（円山公園駅～二十四軒駅周辺）

想定浸水深が大きく（3.0

ｍ以上）、住民や都市機能

への被害が発生するおそれ

全市的（浸水想定区域）

浸水想定区域が広く広がっており、

垂直避難が困難な場合は水平避難が必要

一部の河川周辺（家屋倒壊等氾濫想定区域）

河川周辺で家屋等への被害が発

生するおそれ

洪水浸水継続時間×病院

ほとんどの医療施設は浸水継

続時間が3日以内の区域に立地

市街地の中で浸水継続時間が長い（3日以上）

エリアが存在し、浸水被害が長期化するおそれ

前田・新川・新発寒
一部の河川の周辺

早期に浸水する区域内に要配慮者利用施

設の立地が見られ、逃げ遅れや孤立等の

発生のおそれ

破堤後３０分以内に浸水が到達する区域
×要配慮者施設

20
※施設は令和●年（●年）●月時点 ※施設は令和●年（●年）●月時点
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第６章 立地適正化計画における防災指針

６－１ 災害リスク分析④

③土砂災害

○土砂災害警戒区域および土砂災害特別警戒区域は、札幌の南西部

の山間地や急傾斜地に多く指定されており、一部では市街地にお

いても指定されている。

○これらの区域では、土石流、急傾斜地の崩壊、地すべりが発生す

るおそれがあり、発生した場合、住民の生命や身体、建物に被害

が生じるおそれがある。

○また、土砂災害発生時には道路の寸断や通行不能が発生し、避難

行動や緊急搬送に支障を及ぼすことも懸念される。

21

土砂災害（特別）警戒区域×建物×避難施設 / 道路網

土砂災害（特別）警戒区域

土砂災害により住民や建物、
道路等への被害のおそれ
避難行動や緊急搬送に支障
を及ぼすおそれ

札幌市における指定状況（R7.4）
・土砂災害特別警戒区域＝792箇所
・土砂災害警戒区域＝998箇所

６－１ 災害リスク分析③

②内水氾濫

○内水氾濫とは、大雨により下水道などで雨水を排水しきれず、地上

に溢れることで発生する浸水。

○短時間であっても強い雨が降った場合や大雨により川の水位が上

がった場合などに起こりやすい比較的発生頻度の高い。

○本計画では、過去の内水氾濫実績や想定最大規模降雨による浸水

想定等のハザード情報を基に内水氾濫に係る災害リスク分析を実

施。

内水氾濫の履歴

内水氾濫想定区域×
要配慮者利用施設

過去の浸水箇所

浸水被害を受ける可能性が全市的に存在

全市的

全市的に立地する要配慮者利用施設が、避難

行動の制約や孤立のリスクが高まるおそれ

土砂災害特別警戒区域

土砂災害警戒区域

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

※施設は令和●年（●年）●月時点

※過去（H12～H30）
に浸水が発生した箇所
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第６章 立地適正化計画における防災指針

⑤雪害

○降雪の量や時期、場所などはその年ごとに状況が異なるが、これ

まで大雪によって交通渋滞の発生やＪＲ・路線バスなど公共交通

機関の運休・遅延など交通機能への影響が市内各地で発生。

○交通機能への影響が長引くと、市民生活や経済活動に支障を及ぼ

すだけでなく、緊急搬送や災害発生時の避難行動に支障をきたす

リスクなどが懸念。
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④地震

○広範囲にわたって震度６以上の強い揺れが想定されており、一部

の地域では震度７の非常に大きな揺れも想定。

○強い揺れによって、多くの建物やライフライン、交通施設への被

害が想定されるとともに、建物倒壊による人的被害が発生するお

それ。

○ＪＲ函館本線の北側を中心に、市街地においても液状化発生の可

能性が高いエリアが存在。

○液状化の発生によって、多くの建物やライフライン、交通施設へ

の被害が想定されるとともに、建物倒壊による人的被害が発生す

るおそれもある。

地震分布

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

６－１ 災害リスク分析⑥６－１ 災害リスク分析⑤

液状化危険度

強い揺れによる被害を

受けるおそれ

全市
液状化による被害を受

けるおそれ

主にJR函館本線の北側
83 96 89 76 76 88
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⑤
④

⑦

⑥

③①

第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第６章 立地適正化計画における防災指針

６－１ 災害リスク分析⑦

（３）地域ごとの課題の整理

課題災害エリア
市街地の広範囲に浸水リスクが存在洪水全体
居住誘導区域内の居住・都市機能が集積するエリアにおい
て大きな浸水が想定

洪水①

河川の周辺において建物倒壊等のおそれ洪水②
都心部の地下街などで浸水被害が発生するおそれ洪水③
浸水継続時間の長い箇所が存在し、浸水被害が長期化する
おそれ

洪水④

大きな河川が破堤した場合、逃げ遅れが発生するおそれ洪水⑤⑥
想定最大規模の降雨より頻度の高い降雨による浸水被害が
発生するおそれ

洪水⑥⑦

浸水深は大きく無いが、市街地の広範囲に浸水リスクが存
在

内水全体

避難行動や緊急搬送に支障を及ぼすおそれ内水全体
アンダーパスの冠水による二次災害が発生するおそれ内水⑧

課題災害エリア
全域的に震度６以上の地震により被害が発生するおそれ地震全体
ＪＲ函館本線の北側を中心に液状化発生の可能性が高い地震全体
揺れの大きい箇所や老朽建物の多い箇所で建物被害が大きく
なるおそれ

地震全体

課題災害エリア
全市的に被害が発生する可能性雪害全体
長期化することで被害が深刻化するおそれ雪害全体

家屋倒壊等氾濫想定区域

氾濫流

河岸侵食

■地震

■洪水・内水氾濫
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課題災害エリア
土砂災害により住民や建物、道路等への被害のおそれ土砂①
避難行動や緊急搬送に支障を及ぼすおそれ土砂①
上流から土砂の流出により洪水を引き起こすおそれ土砂②

②家屋倒壊等氾濫想定区域
⑧アンダーパス部

0.5m未満

3.0m未満

5.0m未満

■土砂

①土砂災害(特別)警戒区域

②

②

土砂災害特別警戒区域

土砂災害警戒区域
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第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第６章 立地適正化計画における防災指針

６－２ 取組方針

災害ごとの取組方針

災害リスク分析の結果を踏まえ誘導の考えを整理するとともに、災害リスクの低減に向けたハード・ソフトによる対策の考えを整理し

て取組方針を定める。
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取組方針災害リスクに対する誘導の考え災害

河川や流域貯留浸透施設の整備などのハード対策を継続することにより災害リスクの低減

を図る

災害リスクの周知・啓発、避難に関する情報発信など、安全な避難を確保するためのソフ

ト対策により災害リスクの低減を図る

居住誘導区域から除外しない
洪水

内水

法令に基づく開発規制や誘導区域からの除外により災害リスクの回避を図る

市街地に広く被害を及ぼすおそれのある土砂災害については、国や道などと連携し砂防事

業等のハード対策による災害リスクの低減が円滑に図られるように努める

災害リスクの周知・啓発、安全な避難体制の構築など安全な避難を確保するためのソフト

対策により災害リスクの低減を図る

土砂災害の危険性のある区域を

居住誘導区域から除外する
土砂

居住機能や都市機能、交通機能、ライフラインを確保できるよう、ハード対策により災害

リスクの低減を図る

災害リスクの周知・啓発、安全な避難体制の構築など安全な避難を確保するためのソフト

対策により災害リスクの低減を図る

一時滞在施設を誘導施設に位置づけ、民間と連携して防災力の向上を図る

居住誘導区域から除外しない地震

雪対策施設の増強など大雪に備えたハード対策により災害リスクの低減を図る

「大雪時の対応指針」に基づく迅速な除排雪の実施や、大雪に備えた情報発信など市民や

企業との協働など、ソフト対策により災害リスクの低減を図る

居住誘導区域から除外しない雪害
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第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第６章 立地適正化計画における防災指針

６－３ 具体的な取組

○本計画では、これまでに整理してきた災害リスクの分析と取組方針を踏まえ、今後取り組む具体的な取組を明示。
○また、これらの取組を計画的かつ段階的に進めていくため、「短期（おおむね５年以内）」、「中期（おおむね１０年以内）」、「長

期（おおむね２０年以内）」の３つの期間に分けて想定する取組スケジュールを整理。
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長期
２０年

中期
１０年

短期
５年

主体災害具体的な取組
取組
の種類

市
民間土砂法令に基づく開発規制（災害レッドゾーン）

居住機能の誘導
災害リスク

の回避 市
民間土砂立地適正化計画における誘導区域からの除外

市洪水
内水厚別西川、北郷川、三里川ほか河川の整備

災害リスク
の低減

（ハード）

市洪水
内水新道東、山の手地区における雨水拡充管の整備下水道の整備

市洪水
内水学校・公園における流域貯留施設の整備貯留・浸透施設の整備

国土砂南の沢川、オカバルシ川、簾舞川ほか砂防施設等の整備
市土砂森林整備土砂災害防止機能の発揮
市地震市営住宅の建替え・改修等耐震化・老朽化対策による居住機能の確保

市
民間全般災害時における医療体制の整備都市機能の防災力の向上

市
民間地震北５西１・西２地区第一種市街地再開発事業

民間活力による防災力を備えた
都市機能の整備

市全般道路・橋梁等の補修・整備等安全な避難経路の整備
市全般避難場所となる学校や公園などの改修、バリアフリー化避難場所の整備・機能向上
市
民間

地震
雪害札幌駅・大通駅周辺地区における整備一時滞在施設の整備

市全般道路・地下鉄等交通施設の保全、改修等
緊急輸送道路や避難経路など
交通機能の強化

市地震水道施設、下水道施設の耐震化等上下水道の機能確保
市雪害ロードヒーティングや雪処理施設等の雪対策施設の改修雪対策施設の増強
市地震大規模盛土造成地変動予測および滑動崩落防止事業災害リスクの調査等

災害リスク
の低減

（ソフト）

市
民間全般ハザードマップの周知・避難行動の理解促進、防災情報の普及啓発災害リスクの周知・啓発

市
民間

洪水
内水
土砂

要配慮者利用施設・地下施設における「避難確保計画」の作成等浸水への備え安全な避難体制の構築

市雪害重要路線の優先除排雪、フェーズ(局面)に応じた対策の実施大雪等への対策

市
民間雪害大雪時の車による不要不急の外出自粛

市民や企業との協働による
大雪等への対策

※一部のみ抜粋、詳細は本書（素案）参照

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）

（継続）
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第1章 基本事項 第２章 これまで 第３章 基本方針 第４章 誘導区域と誘導施設 第５章 誘導に関する施策 第６章 防災指針 第７章 目標値

第７章 立地適正化計画の実効性向上に向けた指標・目標値

７－１ 立地適正化計画の評価及び見直しについて

○本計画では、都市づくりの理念や基本目標の実現に向けた都市
づくりの取組が効果的に進められているかを把握するため、ま
た、都市再生特別措置法において概ね５年ごとに施策の実施の
状況についての調査、分析及び評価を行うよう努める必要があ
ることも踏まえ、定期的に施策の実施状況や都市構造などの評
価を行う。

○評価に当たっては、居住機能や都市機能の誘導状況などが本計
画で掲げる基本方針に沿った方向に進んでいるか定量的に把握
できるように評価指標と目標値を設定。

○これらの評価を踏まえて、計画内容や誘導施策の見直しにつな
げることで、本計画の実効性の向上を図る。

（１）居住機能の誘導
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（２）都市機能の誘導

（３）防災力の向上

（４）その他（関連分野への波及）

７－２ 評価指標・目標値の設定

目標値現況値評価指標項目

□□□人/ha

（Ｒ２７）※維持

□□□人/ha

（Ｒ２）※算出中

居住誘導区域内の人口密度

（人/ha）

居住機能

の誘導

１３５人/ha

（Ｒ２７）

１３３．９人/ha

（Ｒ２）

うち集合型居住誘導区域内

の人口密度（人/ha）

概ね１００％

（Ｒ２７）

概ね１００％

（Ｒ３）

生活利便施設の居住

誘導区域内充足率（％）

目標値現況値評価指標項目

現状以上

（Ｒ２７）

４０２％

（Ｒ５．３）
都心における実容積率（％）

都市機能

の誘導

現状以上

（Ｒ２７）

１４７％

（Ｒ５．３）

地域交流拠点

における実容積率（％）

現状以上

（Ｒ２７）

約９０千人/日

(Ｒ４)
チカホの人流状況（人/日）

現状以上

（Ｒ２７）

約３２９千人/日

（Ｒ４）

都市機能誘導区域

における来街者数（人/日）

目標値現況値評価指標項目

現状以下

（Ｒ２７）

４．２％

（Ｒ２）

災害ハザードエリア

に居住する人口割合（％）
防災

現状以上

（Ｒ２７）

１９箇所

（Ｒ６．３）
一時滞在施設の整備数（箇所）

目標値現況値評価指標項目

現状以上

（Ｒ２７）

７３４千人/日

（Ｒ４）

地下鉄・ＪＲの

乗降客数（人/日）

その他

(関連分野への波及）

○誘導施策の実施

○他の取組との連携

○防災の取組 など

○都市機能の誘導状況

○居住機能の誘導状況

○防災力の状況

○交通利便性の状況 など

○誘導区域の設定

○誘導施設の設定

○誘導施策の方向性

○防災指針 など

○計画の見直し


